



































































































































































































































ビスとして 2014 年 10 月，埼玉県上尾市にてスタートした。










（8） 日本経済新聞 2017 年 5 月 18 日「軽度介護新手法が低調―住民主体型 4% どまり担い手不足」
―126―





























は原則として 500 円／30 分であり，このうち半額は支援者への謝礼金，残りの半額は運営費に充当
される。利用者が支援者にもなる「助けたり助けられたり」の関係性をつくることを目指している。




2014 年 10 月
利用者数 20 人（2018 年 7 月現在）　※主な年齢層は 70～80 代






































































































































































































































































（11） 総戸数 499 戸。高齢化率は 31.2％（2018 年 4 月現在）と全国平均を上回っており，安心して住み続けられる
マンション・ライフをめざした高齢者支援が重要な課題となっている。
―132―
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セーフティネット　https://sites.google.com/site/safetynetageo/　（2018 年 2 月 21 日確
認）
上尾・アブセック（上尾地区ビジネス・キャリア・エンジョイサークル）http://www.
ageocci.or.jp/abcec/index.html（2018 年 6 月 3 日確認）
厚 生 労 働 省「介 護 予 防・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業」http://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000074126.html（2018 年 6 月 3 日確認）
ヤマトホールディングス「2016 年度ハイライト　高齢者を宅配便で見守る」
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―140―
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〔抄　録〕
　本稿は，先行研究をもとに社会的課題解決のためのセクター間協働の発展プロセスモデ
ルを提示した上で，高齢者向け生活支援活動「まごころサービス」を事例として当該モデ
ルを実証的に検証した実証研究である。
　観察および検討の結果，社会的課題の解決を目指して中長期的に展開されるセクター間
協働は，ごく少数の個人間関係からはじまり組織間関係へと発展していくこと，それは現
場レベルの協働マネジャー個人の意思決定や行動が管理職レベルの協働マネジャーによる
承認・支援によって組織としての意思決定や行動となり，組織間関係を創り維持・発展さ
せていくプロセスであること，協働参画主体の構成・紐帯の強弱がゆるやかに変化しなが
ら「生成」「実行」「進化」という段階を経ること，という示唆が得られた。
　提示したセクター間協働の発展プロセスモデルが有用であることの可能性は確認できた
が，さまざまな協働を説明しうる汎用的なモデルとしていくためにはさらに実証研究を行
い，修正を行う必要性も明らかになった。
―141―
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